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平成24年推計値 

（日本の将来推計人口） 
実績値 

（国勢調査等） 

○ 日本の人口は近年横ばいであり、人口減少局面を迎えている。2060年には総人口が9000万人を 

   割り込み、高齢化率は40％近い水準になると推計されている。 
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12,708万人※１ 

11,662 

3,685 
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8,674 

3,464 

4,418 

791 

（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 
      厚生労働省「人口動態統計」 
※１   出典：平成26年度 総務省「人口推計」 （平成22年国勢調査においては、人口12,806万人、生産年齢人口割合63.8％、高齢化率23.0％）  
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日本の人口の推移 
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○ 60～64歳層で、雇用確保措置の導入が義務付けられた改正高齢法施行（2006年４月１日）後、就業率が上昇。 
○ 65～69歳層は、2004年に33.2％まで低下したが、近年は上昇傾向にある。 

65～69歳 

70歳以上 

65歳以上 

60～64歳 

平成18年（2006年）4月 

高年齢者雇用確保措置
義務化 

就業率の推移 

（資料出所）総務省統計局「労働力調査」  
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60歳以降の収入を伴う就労の意向と就労希望年齢 
 
     ○ 65歳を超えて働きたいと回答した人が約５割を占めている。 
 

資料出所：内閣府「平成25年度 高齢期に向けた「備え」に関する意識調査」（平成25年） 
 （注） 35～64歳の男女を対象とした調査（n=2,707） 
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高年齢者雇用確保措置実施企業 

希望者全員が65歳以上まで働ける企業 

70歳以上まで働ける企業 

（％） 

    ○ 65歳までの高年齢者雇用確保措置を実施している企業の割合は99.2%となっている。 
    ○ 希望者全員が65歳以上まで働ける企業は108,086社 、割合は72.5%となっている。 
    ○ 70歳以上まで働ける企業は29,951社、 割合は20.1%である。 

高年齢者雇用確保措置の実施状況 
 

太線は31人以上規模企業 
点線は51人以上規模企業 

資料出所： 厚生労働省「高年齢者の雇用状況」集計結果 （平成27年） 
（注）平成27年6月1日現在。平成25年4月に制度改正（継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止）があったため、平成24年と25年の数値は単純比較できない。 
 



高年齢者の再就職支援の 

充実・強化 

知識、経験を活用した 

企業・企業グループ内での 

65歳までの雇用の確保 

 

年齢にかかわりなく意欲と能力に応じて 
働くことができる「生涯現役社会」の実現に 

向けた高年齢者の就労促進 

高年齢者の再就職支援の充実・強化 

高年齢者が地域で働ける場や社会を支える 
活動ができる場の拡大 

平成２７年度 高年齢者雇用就業対策の体系 

○生涯現役社会実現事業（業界別生涯現役シ 

 ステム構築事業） 

○高年齢者雇用安定助成金 

○年齢にかかわりなく働ける職場づくりの実現の

ための事業主に対する相談、援助 

  （高年齢者雇用アドバイザー） 

○高年齢者就労総合支援事業 

○特定求職者雇用開発助成金等の各種助成金の支給 

○シニアワークプログラム事業 

○シルバー人材センター事業の推進 

○生涯現役社会実現事業（生涯現役社会 

 実現環境整備事業） 

  

【企業支援】 【地域高年齢者支援】 

「生涯現役社会」の実現に向けた 

高年齢者の就労促進 
（65歳以降の就労機会の確保に向けた取組） 

高年齢者雇用確保措置の 
実施義務 

○ハローワーク等による高年齢者雇用確保措置  

  未実施企業に対する啓発指導等 

○年齢にかかわりなく働ける職場づくりの実現の 

     ための事業主に対する相談、援助 （再掲） 5 



高年齢者雇用安定法の概要 
 
【目的】定年の引上げ、継続雇用制度の導入等による高年齢者の安定した雇用の確保の推進等の措置を総合的に講じ、 
    高年齢者等の職業の安定を図ること。 

・60歳未満の定年禁止 
 事業主が定年を定める場合は、その定年年齢は60歳以上としなければならない。 
・65歳までの雇用確保措置 
 定年を65歳未満に定めている事業主は、以下のいずれかの措置（高年齢者雇用確保措置）を講じなければならない。   
 ① 65歳まで定年年齢を引き上げ ② 65歳までの継続雇用制度を導入  ③ 定年制を廃止  
※高年齢者雇用確保措置の実施に係る指導を繰り返し行ったにもかかわらず何ら具体的な取組を行わない企業には勧告書の発出、 
 勧告に従わない場合は企業名の公表を行う場合がある。 

 

・再就職援助措置  
 事業主は、解雇等により離職が予定されている45歳以上65歳未満の者が希望するときは、求人の開拓などその中高年 
齢者の再就職の援助に関し必要な措置を実施するよう努めなければならない。 
・多数離職届  
 事業主は、45歳以上65歳未満の者のうち一定数以上を解雇等により離職させる場合は、あらかじめ、その旨をハローワ
ーク（公共職業安定所）に届け出なければならない。 
・求職活動支援書  
 事業主は、解雇等により離職が予定されている45歳以上65歳未満の者が希望するときは、求職活動支援書を作成し、そ
の中高年齢者に交付しなければならない。 

○定年の引上げ等による安定した雇用確保の促進 

○高年齢者等の再就職の促進等 

○シルバー人材センター 

・シルバー人材センターの指定  
 都道府県知事は、定年退職者その他の高年齢者の希望に応じた就業で、臨時的かつ短期的なもの又はその他の軽易な業務
に係るものの機会を確保し、組織的に提供する一般社団法人又は一般財団法人を指定。   
・シルバー人材センターの業務 
 ⅰ）臨時的かつ単位的な雇用による就業又はその他の軽易な業務に係る就業の機会の確保および提供 
 ⅱ）ⅰの就業を希望する高齢者への職業紹介事業  ⅲ）ⅰの就業に必要な知識及び技能の付与を目的とした講習  
 ⅳ）その他高年齢退職者のⅰの就業に関し必要な業務   
※届出により、有料職業紹介事業、労働者派遣事業を行うことができる。 6 



○体制：柏市、ＵＲ都市機構、東大、柏市内に拠点を持つ事業者等、柏市住民が協働でプロジェクトを進める。 

○目標：「農」「食」「保育」「生活支援・福祉」の４つの側面から８つの就労事業モデルを創造し持続的な事業運営の確立を目指す。当該

事業が高齢者自身及び地域社会に与える複線的な効果を検討する。 

○成果：セカンドライフ就労事業の開発・運営のプロセスをマニュアル化し他地域への普及を目指す。 

○平成26～２７年度は「地域人づくり事業」を活用し、新たに高齢者の就労・社会参加応援窓口を開設しマッチング機能を高めるなど拡

充。 

概要 

高齢者（特に都市部リ

タイア層）にとって、

就労が最も抵抗の少な

い社会参加の形 

生きがい就労事業の考え方 

リタイア層のライフ

スタイルに応じた働

き方が必要 

○働きたいときに無理なく楽しく働ける 
○地域の課題解決に貢献できる 

生きがい就労 

＋ 

大規模賃貸団地が
あり、団地の高齢
化率は40パーセン
トに達している 

豊四季台地域 

柏市豊四季台地域高齢社会総合研究会（千葉県柏市） 
～柏市モデル「生きがい就労」事業～ 

自治体取組事例 
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出典：柏市豊四季台地域高齢社会総合研究会資料をもとに厚生労働省職業安定局高齢者雇用対策課において作成 

求人開拓 
就労セミナー 

開催 
各事業で 
就労 

就労高齢者 
同士の交流 

学童保育事業 
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柏市におけるセカンドライフ支援・プラットフォーム化 

柏市セカンドライフネットワーク会議 

商工会議所 

情報の集約 

有機的連携の仕組みを構築 

ＷＥＢサイト／相談窓口／応援セミナー 

情報提供・マッチング 

多様な選択肢を発信 

就業 

ボランティア 

趣味 

交流 

学習 

健康・運動 

ＮＰＯ 

起業 

東京大学 

相談窓口：市役所ロビー 

沼南商工会 

柏市保健所  
（健康づくり） 

柏市生涯学習課  
（生涯学習・放課後
子ども教室） 

柏市子育て支援課
（保育園・幼稚園・学童
保育） 

柏市農政課
（農業） 

シルバー人材
センター 

柏市福祉政策課    
（事務局） 

柏市協働推進課
（ＮＰＯ、大学） 

求人開拓 

社会参加の効果検証 

企業啓発 

柏市商工振興課
（雇用、産業） 

セ
カ
ン
ド
ラ
イ
フ
世
代 

社会福祉協議会  
（ボランティア、交流）） 

柏市地域支援課 
（地域組織・団体） 

柏市高齢者支援課
（生きがいづくり） 

柏市福祉活動推進課
（介護支援サポーター） 

柏市セカンドライフプラットフォーム事業 

企業・団体 
市民 

気軽にアクセス 

データベース化 
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会員 

【現状】 団体数：1,272団体、会員数：72万人（男性48万人・女性24万人（約3割））、契約件数：360万件 

      契約金額：3,050億円、就業延人員：6,914万人・日 ※平成27年３月末日現在 

      月平均就業日数：9.7日、月平均配分金収入：36,747円 ※平成26年度実績 

【国庫補助開始：昭和５５年度 根拠法令制定：昭和６１年度】 

シルバー人材センター事業の概要 
目的 

 定年退職後等に、臨時的かつ短期的(※1)又は軽易(※2)な就業を希望する高年齢者に対して、地域の日常生活に

密着した仕事を提供し、もって高年齢者の就業機会の増大を図り、活力ある地域社会づくりに寄与する。 
 

仕組み 
（１）会員    概ね６０歳以上の健康で就業意欲のある高年齢者 

（２）事業内容  ・家庭、事業所、官公庁から、地域社会に密着した臨時的かつ短期的又は軽易な就業機会を 

          確保し、これを希望する会員に提供。 

          ・就業機会の確保、提供の仕方としては「請負（センターが発注者より仕事を受注し、それをさらに 

          会員に対して請負の形で提供）」が中心だが、「職業紹介」「労働者派遣」事業を行うことも可能。 
 

シルバー人材センター 
（原則、市区町村ごとに設置） OFFICE HOUSE

職業生活から引退過程にある 
６０歳以上の退職高齢者 

 

①仕事の発注（請負契約締結） 

④仕事の完了報告、契約料金清算 
発注者 

（企業・家庭・官公庁） 

②仕事の依頼（請負契約締結） 

③仕事の遂行 ⑤配分金支払い 

【シルバー人材センターで取り扱う仕事の例】 

清掃、除草、自転車置き場管理、公園管理、 

宛て名書き、植木の剪定、障子・襖張り、 

観光案内、福祉・家事援助サービス等 

※1 「臨時的かつ短期的な業務」とは職業安定局長通達（平成16年11月4日）によって「おおむね月10日程度以内の就業」を指す。 
※2 「軽易な業務」とは労働省告示第82号（平成12年8月25日）及び職業安定局長通達（平成16年11月4日）によって「1週間当たりの就業時間が 
    おおむね20時間を超えないもの」を指す。 

0930時点のもの 

9 



シルバー人材センターにおける年齢階層別会員数 （平成26年度） 

区分 
会員数（人）   構成比（％） 

男女計 男性 女性 男女計 男性  女性  

60歳未満 920  425  495  0.1% 0.1% 0.2% 

60～64歳 62,448  38,075  24,373  8.7% 7.8% 10.3% 

65～69歳 221,395  146,546  74,849  30.7% 30.2% 31.6% 

70～74歳 252,495  171,126  81,369  35.0% 35.3% 34.4% 

75歳以上 184,454  129,019  55,435  25.6% 26.6% 23.4% 

合 計 721,712  485,191  236,521  100.0% 100.0% 100.0% 

60歳未満 
920  

0.1% 

60～64歳 
62,448 
8.7% 

65～69歳 
221,395 
30.7% 

70～74歳 
252,495 
35.0% 

75歳以上 
184,454  
25.6% 

（男女計） 

資料出所：公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会 「シルバー人材センター事業統計年報」（平成２６年度） 

シルバー人材センター会員の年齢構成は男女とも６５～６９歳、７０～７４歳層で６割以上を占めている。 
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シルバー人材センターの就業分野（平成26年度） 

資料出所：公益社団法人全国シルバー人材センター事業協会 「シルバー人材センター事業統計」（平成26年度） 

 （注）サービス群のうち「家事援助、介護補助、育児支援」については公益社団法人全国シルバー人材センター協会にて独自集計（請負、派遣の別は不明）。端数計
算の関係で合計の一致しない部分あり。 

職群 
就業延人日 
（構成比） 
（％） 

    
備考 

うち請負 うち派遣 

一般作業群 
３，７８６万 ３，６９７万 ８８万 

清掃、除草、チラシ配布  等 
５５％ ５５％ ４７％ 

管理群 
１，４８６万 １,４６８万 １８万 

ビル管理、駐輪場管理  等 
２１％ ２２％ １０％ 

サービス群 
６３０万 ６１１万 １９万 

家事援助、介護補助、育児支援、見守り、
観光案内 等 

９％ ９％ １１％ 
  うち 家事援助、介護補助、 

   育児支援 

３１２万 
－  － 

  ５％ 

技能群 
５９３万 ５８３万 １１万 

剪定、障子張り  等 
９％ ９％ ６％ 

折衝外交群 
１５８万 １４８万 ９万 

販売、配達、検針  等 
２％ ２％ ５％ 

技術群 
１５０万 １１３万 ３７万 

教育、翻訳  等 
２％ ２％ ２０％ 

事務群 
１００万 ９７万 ２万 

一般事務、筆耕  等 
１％ １％ １％ 

その他 
１２万 ９万 ３万   

０％ ０％ ２％   

合計 

６,９１４万 ６,７２６万 １８８万   

１００％ １００％ １００％   

１００％ ９７％ ３％   
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臨・短・軽（臨時的・短期的又は軽易な業務）について 

 「（略）臨時的かつ短期的なもの又はその他の軽易な業務（当該業務に係る労働力の需給の状
況、当該業務の処理の実情等を考慮して厚生労働大臣が定めるものに限る。（略）」 

○ 以下のとおり「軽易な業務」を規定。 
 ・ 「（略）当該業務の処理に要する一週間当たりの時間が労働者の一週間当たりの 
  平均的な労働時間に比し相当程度短いもの」 
 ・ 「（略）特別の知識又は技能を必要とすることその他の理由により同一の者が継続的に 
  当該業務に従事することが必要である業務 

○ 以下のとおり、それぞれの業務を定義  
 ・ 臨時的・短期的な業務 ＝ 概ね月１０日程度以内  
 ・ 軽易な業務 ＝ 概ね週２０時間を超えないことを目安 

職業安定局長通達（平成16年11月4日） 

労働省告示第82号（平成12年8月25日） 

高齢者雇用安定法（第41条） 

シルバー人材センター事業における高齢者の働き方を以下のとおり規定 
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